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研究成果の概要（和文）：本研究では「平成 28 年経済センサス-活動調査」の個票データから市区町村別に産
業小分類別売上(収入)金額を集計し、これに「平成 27年(2015年)産業連関表確報」による投入係数を適用し、
かつ表の縦横のバランスを取ることで全市区町村について産業連関表の推計を行った。さらに同データを用いて
全市区町村別産業連関表を用いて東京都の人口高齢化の分析、神奈川県内経済圏の分析などを行った。こうして
推計された全市区町村産業連関表は総務省統計研究研修所において自治体職員の研修用教材として提供された。
また全市区町村についての社会会計行列(SAM)についても試算を行った。

研究成果の概要（英文）：In this study, we estimated input-output tables for all municipalities. 
There, we aggregated the sales (income) amounts by industrial sub-category by municipality from the 
individual data of the "2016 Economic Census - Activity Survey", The input-output table was 
estimated by applying the input coefficient and balancing the vertical and horizontal sides of the 
table. Furthermore, using the estimated data and the input-output table for all municipalities, we 
analyzed the population aging of Tokyo and the economic zone in Kanagawa Prefecture. The 
input-output tables for all municipalities estimated in this way were provided as training materials
 for local government officials at the Ministry of Internal Affairs and Communications' Statistical 
Research and Training Institute. We also calculated the social accounting matrix (SAM) for all 
municipalities.

研究分野：経済統計

キーワード： 市区町村　産業連関表　社会会計行列　経済センサス-活動調査

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
経済センサス-活動調査の実現により、これまで得られなかった、市区町村単位の産業別売上高のデータが利用
可能になった。本研究ではこのデータを用いて全市区町村について産業連関表を推計し、それを総務省統計研究
研修所において自治体職員の研修用教材として提供した。提供にあたっては、本研究グループが実施した分析事
例を添えた。研修を受けた自治体職員が市区町村産業連関表を用いて実際に分析を行うことにより、わが国にお
ける地域分析が大きく発展することが見込まれ、地方における地域活性化に役立つものと期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 平成 24年 2月、我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地
域別に明らかにするため、「経済センサス‐活動調査」（以下、「活動調査」と略す）が平成 23年
を対象年次として開始された。活動調査の最大の長所は悉皆調査であることである。そのため従
来は都道府県単位でもデータが不足していたのが、一気に市区町村単位までデータが得られる
ようになった。これにより市区町村単位でも産業連関表の推計が可能になった。かねてから市区
町村単位の産業連関表が必要であるという声は非常に強かったが、活動調査開始以前は、データ
の制約及び人材・予算不足から一部の市区町村が推計するに留まっていた。 
 一方、近年、政府では EBPM（Evidence-based Policy Making、エビデンスに基づく政策立
案）が、わが国の経済社会構造が急速に変化する中で、わが国の限られた資源を有効に活用、国
民により信頼される行政を展開することを目指すための取組として重視されるようになってき
た。政府全体で推進されている EBPMについては、EBPM推進委員会の開催や、各府省に政策
立案総括審議官等が順次設置されるなど、その推進体制は急速に整備されてきている。だが、地
方自治体、とりわけ市区町村レベルの EBPM はこれからである。そして EBPM に不可欠であ
るのが、産業連関表であり、それを用いた分析手法である。だが、市区町村における産業連関表
の推計は一部の市区町村に留まり、分析手法についても未開拓であった。 
 経済センサス-活動調査が開始されたとはいえ、市区町村レベルで産業連関表を推計すること
は依然として大きなハードルがあった。まだまだ市区町村レベルのデータは不足しているので
あり、活動調査や各種データを駆使した推計方法の開発が必要である。社会会計行列への拡張と
なると、さらにハードルは高かった。その意味で全市区町村の産業連関表を推計し、さらに社会
会計行列へ拡張することは挑戦的であった。だが、これにトライすることなくして、わが国にお
ける地方自治体の EBPMの推進はできないと思われた。 
菅（2019）は平成 24 年（2012 年）「経済センサス‐活動調査」の市区町村別産業小分類別
売上（収入）金額を個票データから集計し、それと平成 23 年（2011 年）産業連関表の確報を
用いて、全市区町村について産業連関表の推計を行った。菅（2019）が研究を開始した目的は、
「経済センサス‐活動調査」の結果が、報告者に身近な地域（市区町村）の分析に活用され、さ
らに分析結果が地域の政策立案に寄与するような事例が出てくることにより、開始されたばか
りの「経済センサス‐活動調査」の一般の認知度を高めることにあった。菅（2019）の推計結果
を活用した研究には山田（2020）、山田（2022）、舟橋（2021）があった。 
 
２．研究の目的 
全市区町村産業連関表（平成 27年表）を、全国の産業連関表（平成 27年表）及び平成 28年 
経済センサス-活動調査の個票データを用いて推計する。また全市区町村の産業連関表を活用し
た分析手法を開発する。さらに全市区町村の産業連関表を社会会計行列（SocialAccounting 
Matrix、 SAM）へ拡張する。これにより、市区町村レベルでの EBPM（EvidenceBased Policy 
Making、事実に基づく政策策定）の実現を目指す。 
 
３．研究の方法 
まず、平成 28 年産業連関表確報（全国表）を基礎として、これを活動調査による市区町村別
産業別売上（収入）金額を用いて市区町村別に分割した。ただし、活動調査では事業所の売上（収
入）金額（以下、「売上高」という）について、一部の産業においては調査及び集計をしていな
い（ただし単独事業所を除く。）。これらの産業については事業所ごとの売上高を把握することが
困難なためである。他方、企業等（以下、「企業」と省略する。）の売上高については、全産業で
調査及び集計をしているが、地域表章については本社の所在地でまとめて計上しており、その地
域分布は実際に経済活動を行っている地域分布と一致しない。総務省統計局では参考として、調
査票において事業所ごとの売上高を把握していない産業の事業所の売上高を試算し、全産業の
事業所の売上高を産業別・地域別に集計している。これを「事業所の売上（収入）金額試算値（外
国の会社及び法人でない団体を除く）」と呼ぶ。本推計では市区町村別産業小分類別「事業所の
売上（収入）金額試算値」の個票データを用いて、全国表の市区町村分割を行った。ただし、民
営以外の割合が高い部門や、農業、帰属家賃、最終需要部門などは他の統計によるデータも用い
て推計を行った。このようにして推計した全市区町村産業連関表を用いた分析手法を開発した。
なお本表及び県民経済計算のデータに基づいて市区町村別に社会会計行列の試算も実施した。 
 
４．研究成果 
本研究では全ての市区町村についての産業連関表を推計した。そしてそれを用いた分析手法
を開発した。菅は「東京都の人口高齢化が市区町村経済に与えた影響の分析」を実施した。東京
都によれば、東京都の総人口は 2015 年の 1352 万人からその後も社会増が自然減を上回る状況
が続き、2025 年に 1408 万人でピークを迎え、その後減少過程に入り、2040 年には 1351 万
人になる見込みである。すなわち、2015 年と比較して、それよりも人口が多い状況が今後も続



く。一方で、東京都も人口高齢化は進む見込みである。東京都（2019）によれば、65 歳以上人
口（老年人口）は、2015 年の 307 万人（総人口に占める割合 22。7％）から、以後増加傾向で
推移し、2040 年には 375 万人（同 27。7％）になる見込みである。従って東京都に関しては、
人口減少よりも、人口高齢化による経済活動への影響を分析することになる。そこで東京都の将
来人口の予測結果及び総務省統計局「家計調査」に基づいて将来の家計消費支出の変動を推計し、
それが将来の東京都の経済に与える影響について全市区町村産業連関表を用いて分析した。 
 居城は「全市区町村別産業連関表を用いた神奈川県内経済圏の分析」を実施した。現在産業連
関表は、日本において各都道府県や政令市において作成・公表されている。しかしながら、各都
道府県単位では工業地域や農業地域は都市や郊外部といった多様な経済圏を含んだ都道府県内
部の状況を分析することが難しい。一方で、上記のような問題に対処するため都道府県内部の市
町村を分析するための、市町村産業連関表の作成・分析が行われる例も居城（2016）、芦谷（2017）、
野崎（2018）など多くなってきた。また居城・衛藤（2020）において神奈川県内の市町村間産業
連関表を作成し、各地の特徴を分析している。しかし、横浜市、川崎市の区部を区分した表には
なっておらず、またすべての市町村を区分した分析ではなかった。そこで、全市町村産業連関表
のうち、神奈川県部分の市区町村に焦点をあて、神奈川の内部構造をあきらかにすることを目的
として、神奈川県全体及び、横浜市全体と横浜市に立地する経済圏さらには、神奈川県の市区町
村のそれぞれにおける経済構造を把握するために産業別の特化係数の計算・分析を実施した。 
本研究で推計した全市区町村産業連関表は地方公務員の統計研修の教材として総務省統計研
究研修所において採用されたので、実際に市区町村の EBPM に活用されることが期待される。 
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